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図 1 べた基礎および周辺地盤を含む実験システムの提案（設計過程） 
 
現在の木造密集地域の新しい住宅において多く見られ、また今後主流になりうる、
3 階建てのプランを採用し、軸組構法住宅と枠組壁構法住宅の 2 棟を実験する（図 2）。
加振を重ね、崩壊確認までを予定するため防護架台を使用する計画とした。耐震等級




    






吊り上げ時の計画を図 3 に示す。鋼製土槽の内側には RC 造の床と壁（200 mm 厚）を
施工する。移動時には、900 ton キャリアで土槽を下から支える必要がある。土槽製作
時には、長辺方向中央に高さ 1.6 m のキャリア挿入空間を確保する。地盤製作の後、
通常の手順で住宅を建設する。住宅を含む実験システムの総重量は約 380 ton と評価









む試験を計画した。図 4 に試験装置と試験体骨組を示す。本試験体の製作を、12 月よ
り開始し、不二サッシ株式会社において運用される F 型層間変位試験装置を用いて 1
月に試験を実施した。  






          
図 4 試験装置と骨組詳細（軸組構法） 
    
  
図 5 木造住宅部の検討例（軸組構法） 
 
図 6 に試験状況を示す。載荷振幅を全体変形角により制御し、0.002 rad 相当の小振
幅から 0.045 rad 相当の大振幅まで振幅を漸増させた。各振幅レベルで静的載荷、動的
載荷を実施した。1 層目の層間変形角が 0.005 rad 程度で石膏ボードの開き、クロスの









   
   
図 6 試験状況 
  
 損傷モニタリングに関して、シャッターのガイドフレーム内に MEMS センサを導入す
る技術開発の一環として、ジャイロを用いた部材角評価を試みた。ガイドフレームに
設置した変位計による部材角評価 Frame R とガイドフレーム上に設置したジャイロに






















た材料性能を満たしていた。UT 検査の評価は検定条件を満たしていた。  
 
  


















2) 河合直人，槌本敬大，大橋好光，井上貴仁，五十田博，稲山正弘，藤田香織：木造 3 階 
建て軸組構法住宅の設計法と震動台実験 その 1 全体概要，日本建築学会大会梗概集，
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・ 雑壁（袖壁、腰壁等）を考慮したモデルで、ベースシアー係数が 0.55 に達する
時点の各層の最大層間変形角 Rmax が 0.33%以内であることを確認するととも











の効果検証を目的として、柱 1 体、袖壁付柱 2 体の 1/2 スケール試験体（写真 2-1）






















袖壁付柱 2 体は袖壁端部の拘束域の構造詳細が異なり、No.2 が保有水平耐力指針







写真 2-1 試験体 
 
  




梁 2 体の構造実験を行った。表 3-1 に試験体概要を、図 3-1 に試験体 BSH の配筋図
を示す。試験体 BS の壁端部の拘束筋量は保有水平耐力計算基準（案）の FA 部材相
当、試験体 BSH の拘束筋量は ACI 規準における壁端部拘束筋量と同等となるよう設
計した。荷重－変形関係を図 3-2 に示す。試験体 BS および BSH はいずれも断面解
析により計算した耐力を発揮し、良好な靭性能を有することを確認した。両試験体の
構造性能において大きな差異は見られず、危険断面の浮き上がりに伴うひび割れの

























































B×D 250×250 (mm) 
主筋  10-D16(pg=3.16%) 
せん断補強筋比  D6@50(pw=0.50%) 
かぶり厚さ  25(mm) 
壁  
壁筋(横筋) ― D6@100(ps=0.50%) 
壁筋(縦筋) ― D6@100 D10@100 
拘束域長さ  ― 130(mm) 210(mm) 
拘束筋量  ― D10@50 -D10@50 
拘束域鉄筋
比  
X 方向  ― 2.79 2.79 
Y 方向  ― 1.08 1.83 




鉄筋  SD345 
14 
 







































- 246 313 
BSH D13@75 254 285 
 
 
図 3-1 配筋図(BSH)  






















































・約 4m 先のマーカーの 10cm のズレを検知するためには要求されるカメラの性能は画





























   


































































（3）平成 30 年度業務計画案 
発表成果（発表題目、口
頭・ポスター発表の別） 
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る。目標に応じた耐力の割り増しとして、建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）
第 82 条の 3 に規定する構造計算により安全さを確かめ、同条第二号に規定する式で計算
した数値に 1.5 を乗じて得た数値を各階の必要保有水平耐力とする。部材の設計は許容応
力度設計を行う。変形に対しては使用上の支障が起こらないことを平 12 建告 1459 号に準
じて検証する。柱梁耐力比 1.5 以上、柱・梁の部材ランクは FA ランクとする。なお、対
象とする病院建物は 5 層鋼骨組と想定し試設計を実施するが、実際の実験では下部 3 層の
みを製作し、上部 2 層は錘に置き換える予定である。 
b) 耐震棟の設計 















c) 免震棟の設計  













図 1 耐震建物 代表伏図、軸組図 
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表 1 代表断面 
表 3 代表断面 
ビニ床シート 100 床版 1,800
コン直押 230 小梁 1,550
間仕切り 300 大梁 1,300





積 載 荷 重仕 上 荷 重
表 2 荷重条件 
ビニ床シート 100 床版 1,800
コン直押 230 小梁 1,550
間仕切り 300 大梁 1,300





積 載 荷 重仕 上 荷 重
表 4 荷重条件 
(a) 1 階床伏図 
(b) 2 階床伏図 
(c) 1 通軸組図 (d) A 通軸組図 
(a) 1 階床伏図 
(b) 2 階床伏図 
(c) 1 通軸組図 (d) A 通軸組図 
部位 最大断面（mm） 鋼材種別 
柱 □-350×350×16 BCP325 
小梁 H-300×150×6.5×9 SS400 
大 梁 H-450×200×9×14 SN490 
基礎梁 B1000×D800 RC 梁 
スラブ t=150 RC スラブ 
部位 最大断面（mm） 鋼材種別 
柱 □-350×350×16 BCP325 
小 梁 H-350×175×7×11 SS400 
跳出小梁 H-300×150×6.5×9 SS400 
大 梁 H-450×200×9×14 SN490 
基礎梁 B900×D800 RC 梁 





















 図 3 及び図 4 に耐震建物と免震建物のレベル 2 地震動時の最大層間変形角と塑性率をそ
れぞれ示す。耐震建物の最大層間変形角は 1/100 程度、塑性率は 2 程度、免震建物の最大



















表 5 耐震建物 保有水平耐力表 





















5 956.1 239.0 609.2 2.55 OK 2.76 全体
4 1469.9 367.5 936.7 2.55 OK 2.09 全体
3 1897.4 474.3 1209.0 2.55 OK 1.96 全体
2 2247.6 561.9 1432.2 2.55 OK 1.94 全体
1 2520.1 630.0 1605.8 2.55 OK - 全体
5 956.1 239.0 466.4 1.95 OK 2.09 全体
4 1469.9 367.5 717.0 1.95 OK 2.4 全体
3 1897.4 474.3 925.5 1.95 OK 2.15 全体
2 2247.6 561.9 1096.4 1.95 OK 2.13 全体













EL CENTRO 1940 NS 
TAFT 1952 EW 
HACHINOHE 1968 NS 






















・Ｅ－ディフェンス保有の 900t キャリアーを用いた試験体の運搬 



















(a) 最大層間変形角 (b) 塑性率 





EL CENTRO 1940 NS 
TAFT 1952 EW 

















また京都大学医学部附属病院に MEMS 型地震計を 2 台設置し、病院内での建物振動観
測に関する課題を検討した。病院内には通常電源と非常用電源があり、後者は地震時にも
非常用発電施設により 3 日間程度は電源を確保できるようになっている。また院内の有線
LAN は 2 系統に分かれており、通常の通信用と個人情報が含まれる電子カルテシステム
用に分かれている。地震計については、非常用電源と通常通信 LAN の使用が許された。 
   
 (a) 横菅集中部見下ろし (b) 横菅集中部西側からの俯瞰 













































とが確認されている B ランク相当を対象に実験した。実験では、図 7a に示すように異な
る固有周期を持つ 2 つの鋼骨組間に EXPJ を設置し、地震動と正弦波により相対変位を励
起した。図 7b に損傷状態（DS）を示す。DS1 は軽微な損傷で、部品交換は必要なものの
継続使用可能である。DS2 は部材交換が必要だが機能を維持する。DS3 は EXJP としての














(a) 試験装置と試験体            （b）観察された損傷状態 





渉を観察した。入力波は JMA 神戸、益城、上町とし、実大実験で建物 3 階に配管・天井
が取り付くことを考慮し、振動解析で得られた床応答波、原波、正弦波を与えた。主な加












EXPJ 損傷状態（DS）  相対変位応答比  
A-床  DS1: カバープレートの離脱  193% 
A-壁  
DS1-A: バネの変形  109%–132%  
DS1-B: ビスの破損  116% 
B-床  
DS1: ビスの破損  55% 
DS3: 床の離脱  127% 
B-壁  
DS1: ゴムシートの離脱  擦れによる  























試験体条件 入力波  
配管端部 
拘束 
①ランダム波(y,z 方向) 20gal 
②JMA，益城，上町(4FL) 10% 
③JMA4F ④益城 4FL 50,40% 
⑥JMA 原波 ⑦益城原波 50% 
⑧JMA 原波 ⑨益城原波 75% 









①ランダム波(y,z 方向) 20gal 
②JMA，益城，上町(4FL) 10% 
③JMA4FL④益城 4FL 50,40% 
⑤JMA 原波⑥益城原波 50% 




①ランダム波(y,z 方向) 50gal 
②-④JMA 原波 50,75,100%





①ランダム波(y,z 方向) 50gal 
②-④JMA 原波 50,75,100%
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図 8 実験の様子および JMA 原波 100%入力時の 
天井・給湯管の加速度応答 
表 6 加振履歴 
(e) 振動台実験 
(a) 天井 (b) 旧耐震天井 





   なし 
 
2) 学会誌・雑誌等における論文掲載 
   なし 
 
3) マスコミ等における報道・掲載 




   なし 
 
2) ソフトウエア開発 
   なし 
 
3) 仕様・標準等の策定 
   なし 
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平成 28 年熊本地震での 
室内における受傷の原因 3) 
平成 7 年兵庫県南部地震での 
負傷原因 1) 

















































































加速度 速度 層間変形 
家具の転倒 4) 〇 〇   
天井の損傷・落下 5) 〇     
非構造壁の損傷 6,7) 〇   〇 













 図４ 簡易地震計 ioLAM-02 
大きさ (mm) 95×95×72 
重さ (g) 640 
給電 PoE (LAN) 
センサ部 MEMS 
計測軸数 3 軸 
計測レンジ(gal) ±2450 
ノイズレベル 0.1gal 以下 






















階建て）に設置し、試験運用を行った。図６は、試験運用中である 2018 年 2 月 13 日 14
時 39 分に長野県南部で発生した M4.2 の地震の震度分布を示す。図のように、愛知県東
部は震度 1 を観測しており、試験運用中の提案システムも地震発生との判定を下した。
システムは、発生後約 2 分で地震観測を通知するメールを、その約 6 秒後にモニタリン
グ評価結果を配信しており、概ね想定通り機能していることを確認した（図７、８）。 
   
図６長野県南部地震(2018.2.13)の震度分布 図７試験運用結果（モニタリング評価結果） 




























4）金子美香：地震時における家具の転倒率推定方法, 日本建築学会構造系論文集, Vol.67, 
No.551, pp.61-68，2002.  
5）金子美香, 神原浩, 小川雄一郎, 菅谷善昌: グリッド天井の耐震性能確認実験, 日本建
築学会学術講演梗概集, B-2, pp.507-508, 2006.  
6）文部科学省大都市大震災軽減化特別プロジェクト: 高層建物内の地震時安全性評価技
術の開発, 平成 18 年度成果報告書, Ⅲ.2-3.1, 2006.  
7）河村哲哉, 翠川三郎, 三浦弘之, 松田和浩, 正月俊行: 振動台実験と数値シミュレーシ
ョンを用いたオフィス用パーティションの地震時挙動の把握 , 日本建築学会学術講
演梗概集,  pp.181-184, 2014.  




   なし 
 
2) 学会誌・雑誌等における論文掲載 
   なし 
 
3) マスコミ等における報道・掲載 
















































所属機関 役職 氏名 
早稲田大学 理工学術院 教授 西谷 章 
早稲田大学 理工学術院 教授 谷井 孝至 
早稲田大学 理工学術院 教授 高口 洋人 
足利工業大学 工学部 准教授 仁田 佳宏 
 
（2）平成 29 年度の成果 
（a）業務の要約 
・<テーマ 1> これまでのＥ－ディフェンス実験データの整理・検証 
・<テーマ 2> 地震直後の広域的な応急危険度判定システムの検討 
・<テーマ 3> 今後のＥ－ディフェンス実験におけるセンシングシステムの検討・選定・購
入・性能把握 





 <テーマ 1> Ｅ－ディフェンス実験データの整理・検証 
・平成 17～27 年に実施されたＥ－ディフェンス加振実験 52 件の公開結果 1)について、構造
種別・階数・非構造部材の有無・試験体最終状態を確認し、データ整理を行って一覧表にまとめ
た。これら 52 件のうち建物系の実験は 28 件ある。この 28 件の中で、加速度センサ・変位セ
ンサが各階に設置されていて、計測条件が確実に把握できる 13 件（S造 4体、RC 造 5 体、木
造系 4 体）の実験データを抽出し、健全性の検証に向けたデータ処理手法の分析を行った。
























最終状態 略称 備考 














S 18 1/3 無 各階 一部
の階 



























4 1/1 無 各階 各階 神戸波 
100 % 
鷹取波 60% 
RC 造 4 層 
試験体 



















A : 1/27 


















S 3 1/1 無 各階 各階 鷹取波 100% 
想定南海トラ
フ波 150% 









4 1/1 有 各階 各階 各種実験最
大波 
RC 造 4 層 













3 1/1 無 各階 各階 人工地震波
165% 





























最 大 層 間 変
形角 1/17 
耐 力 壁 の 割
れ、石膏ボー
ドのはずれ 













S 4 1/1 無 各階 歪型
変位
計 






精度で損傷梁位置の推定が可能であることを、鉄骨 18 層建物 1/3 モデル（整理 No.2 試験体）
の層間変位データ 2）を用いて、検証した。 
 
















































































2) Xiang, P., Nishitani, A., Marutani, S., Kodera, K., Hatada, T., Katamura, R., 
Kanekawa, K., Tanii, T.: Identification of Yield Drift Deformations and 
Evaluation of the Degree of Damage through the Direct Sensing of Drift 
Displacements, Earthquake Engineering and Structural Dynamics, Vol.45(13), 
pp.2085-2102 , 2016. (DOI:10.1002/eqe.2752) 
3) 西谷章：データ活用による地震後の広域的な安全度・危険度判定への期待と展望 













   なし 
2) 学会誌・雑誌等における論文掲載 
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4.1 サブプロジェクト（c） 運営委員会議事録 
(1) 第１回(平成 29 年度第 1 回) 
１．日 時  平成 29 年 7 月 25 日（火）10 時 00 分～13 時 00 分 
２．場 所  早稲田大学 西早稲田キャンパス 55 号館 N 棟 2 階 建築学科大会議室 
３．議 題      (1) 事業概要説明会議事録確認 
 (2) 今年度の業務計画 
 (3) 各課題研究会報告(今年度研究計画等) 
 (4) サブプロ(C)のチラシ 
 (5) 研究成果の社会還元方策その他(今後の日程等) 
４．配付資料 1-1 事業概要説明会議議事録(案) 
 1-2 平成 29 年度業務計画書 
 1-3 研究会審議内容 
1-3-1 ① 簡易・広域センシングを用いた広域被害推定・危険度判定 
1-3-2 ② 災害拠点建物の安全度即時評価および継続使用性即時判定 
1-3-3 ③ 災害時重要施設の高機能設備性能評価と機能損失判定 
1-3-4 ④ 室内空間における機能維持 
1-3-5 ⑤ データ収集・整備と被害推定システム構築のためのデータ管理・
利活用検討 
 1-4 サブプロ(C)チラシ(案) 
 1-5 委員名簿および会議開催予定 
５．出席者 
  氏 名  所 属 
研究統括 西谷 章 早稲田大学 理工学術院 
研究統括 梶原 浩一 (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 
委員 長江 拓也 国立大学法人名古屋大学 減災連携研究センター 
委員 楠 浩一 国立大学法人東京大学 地震研究所 
委員 倉田 真宏 国立大学法人京都大学 防災研究所 
委員 佐藤 栄児 (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 



















第 02 回 (平成 29 年度 第 2 回) ＝ 12/15 (金)  13:00～16:00 
第 03 回 (平成 29 年度 第 3 回) ＝ 2/16 (金)  16:00～19:00 
 
 
(2) 第２回(平成 29 年度第 2 回) 
１．日 時  平成 29 年 12 月 15 日（金）13 時 00 分～16 時 00 分 
２．場 所  早稲田大学 西早稲田キャンパス 55 号館 S 棟 6 階 首都圏レジリエンス PJ 会議室 
３．議 題      (1) 前回議事録確認 
 (2) 各課題研究会報告(今年度の研究進行状況、日米共同研究等) 
 (3) 首都圏レジリエンスプロジェクト全体の状況 
 (4) その他(今後の日程等) 
４．配付資料 2-1 前回議事録(案) 
 2-2 研究会審議内容 
2-2-1 ① 簡易・広域センシングを用いた広域被害推定・危険度判定 
2-2-2 ② 災害拠点建物の安全度即時評価および継続使用性即時判定 
2-2-3 ③ 災害時重要施設の高機能設備性能評価と機能損失判定 
2-2-4 ④ 室内空間における機能維持 
2-2-5 ⑤ データ収集・整備と被害推定システム構築のためのデータ管理・
利活用検討 
 2-3 首都圏レジリエンスプロジェクト全体の状況と今後の予定について 
５．出席者 
  氏 名  所 属 
研究統括 西谷 章 早稲田大学 理工学術院 
研究統括 梶原 浩一 (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 
委員 長江 拓也 国立大学法人名古屋大学 減災連携研究センター 
委員 楠 浩一 国立大学法人東京大学 地震研究所 
委員 佐藤 栄児 (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 
委員 河又 洋介 (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 

















第 03 回 (平成 29 年度 第 3 回) ＝ 2/27 (火)  15:00～18:00 
 
 
(3) 第３回(平成 29 年度第 3 回) 
１．日 時  平成 30 年 2 月 27 日（金）15 時 00 分～18 時 00 分 
２．場 所  早稲田大学 西早稲田キャンパス 55 号館 S 棟 6 階 首都圏レジリエンス PJ 会議室 
３．議 題      (1) 前回議事録確認 
 (2) 各課題研究会報告(今年度の研究進行状況と次年度の研究計画等) 
 (3) その他(建築学会大会投稿、次年度の日程等) 
４．配付資料 3-1 前回議事録(案) 
 3-2 研究会審議内容 
3-2-1 ⑤ データ収集・整備と被害推定システム構築のためのデータ管理・
利活用検討 
3-2-2 ① 簡易・広域センシングを用いた広域被害推定・危険度判定 
3-2-3 ② 災害拠点建物の安全度即時評価および継続使用性即時判定 
3-2-4 ④ 室内空間における機能維持 
 3-3 学会投稿論文について 
５．出席者 
  氏 名  所 属 
研究統括 西谷 章 早稲田大学 理工学術院 
研究統括 梶原 浩一 (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 
委員 長江 拓也 国立大学法人名古屋大学 減災連携研究センター 
委員 楠 浩一 国立大学法人東京大学 地震研究所 
46 
 
委員 井上 貴仁 (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 
委員 佐藤 栄児 (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 
委員 中村 いずみ (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 
委員 河又 洋介 (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 
オブザーバー 渋谷 昌彦 文部科学省研究開発局 地震・防災研究課防災科学技術推進室 
オブザーバー 金子 雅彦 文部科学省研究開発局 地震・防災研究課防災科学技術推進室 
オブザーバー 平田 容章 (国) 防災科学技術研究所 首都圏レジリエンス研究センター 
オブザーバー 松戸 勉 (国) 防災科学技術研究所 首都圏レジリエンス研究センター 
















・ 次年度の運営委員会開催方針を確認した。開催は年 3 回（5 月末～6 月上旬、























































2018 年 9 月  
（投稿中）  
国内  
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 平成 30 年度以降も、各課題は連携をとりながら、適切に実験を進めていく。 
 
サブプロジェクト(C) 研究統括 西谷章、梶原浩一 
